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特別職及び一般職の職員の給与等の臨時特例に関する条例について 

１ 制定理由 

  先般、国から、防災・減災事業や一層の地域経済の活性化といった地域の課題に  

迅速かつ的確に対応するための当面の対応策として、国の給与減額支給措置を踏まえ、

国に準じて必要な措置を講ずるよう要請があったところ。 
  国が掲げる課題は被災県である本県にとっても喫緊の課題であり、東日本大震災 

からの復旧・復興、日本の再生のため、国と地方が一丸となってあらゆる努力を結集

することは、大いに意義のあるものであることから、知事等特別職及び一般職の給与

等について減額を実施するための条例を制定しようとするもの。 
 
２ 条例の内容 

特別職及び一般職の職員の給与等について、平成２５年７月１日から平成２６年 

３月３１日までの間、下記のとおり減額を行う。 
 （１）特別職 
   ア 給料月額等 
     ① 知事 ▲２０％ 
     ② 副知事、常勤監査委員、知事特別秘書及び非常勤の行政委員 ▲１０％ 
   イ 地域手当及び期末手当 
     知事、副知事、常勤監査委員及び知事特別秘書について、給料月額と同じ減額

率で減額 
 （２）一般職 
   ア 給料月額 
     ① 本庁課長級相当以上 （行政１０～７級） ▲９．７７％ 
     ② 副課長～主任主事相当（行政 ６～３級） ▲７．７７％ 
     ③ 主事相当      （行政 ２～１級） ▲４．７７％ 
   イ 管理職手当                一律 ▲１０％ 
   ウ 期末手当及び勤勉手当         一律 ▲９．７７％ 
   エ 給料月額等に連動する手当（地域手当等）については、減額後の給料月額等に

より算出 
 

 ３ 施行期日   平成２５年７月１日 
 
 ４ 財政効果（規模ベース） 

（１）特別職 約▲１，８００万円 
（２）一般職 約▲２００億円 


